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●グループワーク





発展①





進行


（所要）





［目的］


契約自由の原則が制限される場合について，事例を通じて理解させる。





●課題把握


・「ワークシート２」を配布し，課題を把握させる。





●最低賃金法，労働基準法が定められた趣旨を検討させる。





［解答例］


答え：無効である


理由：合意事項２及び３に関し，以下の問題があるため，たとえＸが納得したとしても，この契約は無効である。


２　最低賃金法で，たとえ研修中であっても，労働者に対し，定められた最低賃金以上の賃金を支払わなければならないと規定。


３　労働基準法で，毎週少なくとも１回以上又は４週間に４日以上の休日を与えなければならないと規定。





一般的に，雇われる側より雇う側の方が社会的立場が強い。


当事者同士で自由に契約内容を決めた場合，雇われる側が無理な条件を受け入れ，体を壊したり，生活が成り立たなくなったりする恐れがある。


こうしたことから，契約自由の原則の修正（制限）という考え方が生まれた。





次の事例について考えてみよう。


Ｘが１から３の条件に納得して合意すれば，有効な契約となるか。





問





指導上の留意点





内容





・発展編①　～コンビニエンスストアの店長とアルバイト店員との間の契約～





　授業の進め方は，基本編の展開①（➡49ページ）と同様。





問 2





問 1





●講評


・作成した契約書について，教員による講評を行う。





●グループワーク


・契約書中の合意事項１と２しか合意されていないと仮定し，「契約解消の可否」，「差額返金の可否」について，それぞれ理由も含め検討させる。





［解答例］


答え：契約を解消することはできない


差額の返金を受けることはできない


理由：合意の内容は「○○サイトに掲載した写真のコートを５万円で売る」ことであり，Ｘはその合意のとおりに行動している（サイトに掲載したコートをＹに郵送している）以上，原則として，契約を解消することはできない。


ただし，Ｘが，あえて，サイトを見た人が，ブランドＡのコートだと勘違いするような記載をしていたといえる場合（例えば，ブランドＢのコートを着たＸの写真の周りに，ブランドＡのロゴを貼っているなど）は，「前提にうそがある場合」として，契約を解消できる場合もあり得る。





［評価のポイント］


●「合意」に注目しているか。


●現実的なものか。


●どちらか片方にだけ，著しい不利益を負わせるなど，公平さを欠いたものではないか。





［契約書に対する評価のポイント］


●インターネットを通じた取引の特殊性（実物を見ることができないため，トラブルも生じやすい）も考えた上で，生じ得るトラブルを具体的に想定して検討し，合意できているか。





●グループワーク


・売主と買主の間の契約書を作成させる。





●課題把握


・「ワークシート３」を配布し，課題を把握させる。





予想される生徒からの意見





次のようなトラブルが発生した場合について考えてみよう。


Ｙは，契約を解消したり，差額分の返金を受けたりすることができるか。





契約書を作ってみよう。





発展②





内容





進行


（所要）





指導上の留意点





・発展編②　～電子商取引（Ｅコマース）により商品の売買を行った場合の売買契約～





●合意内容（契約書の内容）は，契約自由の原則の範囲内のものといえるか。（弱い立場の者から不当に搾取したり，権利濫用であったりなど，社会通念上許されるべきでない内容となっていないか等）


●合意内容の例


・「送料は，Ｘの負担とする」


●不適切な合意内容の例


・「この契約は，いかなる理由があっても，解消できないこととする」


➡社会通念上，不当な合意内容であるため，不適切である。


※契約書の評価に当たっては，問２のトラブルも踏まえて，合意事項１，２の修正を検討させたり，追加合意事項としてどのようなことを定めておくべきであったかを再検討させたりしてもよい。








